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（The Gospel according to John）５章24節にあるように“…he who hears My word and believes in Him who sent Me
has everlasting life…”（…わたしの言葉を聞いて、わたしをお遣しになった方を信じる者は、永遠の命を得る







格付機構などがその活動を行っており、世界的には、スイスの SAM リサーチ、ベルギーの Ethibel、







作られた米国の非営利組織セリーズ（CERES, Coalition for Environmentally Responsible Economies,
環境に責任を持つ経済のための連合）と UNEP（国連環境計画）との共同事業として1997年に発足


































マネジメント  8.2％  81億円 1999年９月
※エコ・パートナーズ






ト  9.1％  14億円 2000年11月
※日興エコファンド 日興アセットマネジメント  6.4％ 379億円 1999年８月








メント  1.6％  12億円 2000年10月
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グ ロ ー ス ・ フ ァ ン ド
（Mrs.グリーン）B（為替
ヘッジなし）







































針を制定し、社内外に広く公表したことである。「NEC は C&C をとおして、世界の人々が相互に
理解を深め、人間性を十分に発揮する豊かな社会の実現に貢献します」という企業理念の「豊かな
社会」とは、Sustainability を意味するというのが NEC 経営陣の見解である。1991年の「環境憲
章」「行動指針」は、Sustainability 指向路線をさらに具体化した環境維持への企業の姿勢を示すも



















ンシューマーリズムと投資家からの社会的責任投資（SRI, Socially Responsible Investment)17)である。
















という商品テストや企業評価を実施する専門誌があり、米国では NPO の一つである CEP（Council
on Economic Priority，経済優先評議会）や Co-op America が消費者側の立場から商品や企業の評価
結果を公表している。



















誌のインタビューの中で Toyota Motor North America の田口俊明社長は「我々は品質、耐久性、迅


































先ず、企業の名声評価については、米国の代表的な経済紙 The Wall Street Journal が、６つの名声
領域と20の構成要素を定め、これを指標とした企業評価ランキングを、1999年から毎年春に公表し
ている20)。そのなかで Johnson & Johnson（J&J）は、過去３年間、この名声ランキングの首位を占
めている。2003年は、企業不祥事続発の直後だけに「真実を語る」(Tell Us the Truth）が、この順
位に大きく影響したといわれている。ダボス会議を主催する WEF（世界経済フォーラム）によっ
て、2003年２月に開催された、国際フォーラムのテーマが、「信頼の構築」であったことも頷ける。
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